
関係団体 御中

主に歯科の入院患者を受け入れる病棟の重症度、医療・看護必要度の

取扱いについて

標記につきまして、呂1俳氏のとおり、地方厚生(支)局医療課あて連絡しました

ので、別添団体各位におかれましても、関係者に対し周知を図られますよう協

力方お願いいたします。
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公益社団法人日本医師会御中

公益社団法人日本歯科医師会御中

公益社団法人日本薬剤師会御中

一般社団法人日本病院会御中

公益社団法人全日本病院協会御中

公益社団法人日本精神科病院協会御中

一般社団法人日本医療法人協会御中

一般社団法人日本社会医療法人協議会御中

公益社団法人全国自治体病院協議会御中

一般社団法人日本慢性期医療協会御中

一般社団法人日本私立医科大学協会御中

一般社団法人日本私立歯科大学協会御中

一般社団法人日本病院薬剤師会御中

公益社団法人日本看護協会御中

一般社団法人全国訪問看護事業協会御中

公益財団法人日本訪問看護財団御中

独立行政法人国立病院機構本部御中

国立研究開発法人国立がん研究センター御中
国立研究開発法人国立循環器病研究センター御中

国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター

国立健康危機管理研究機構御中

国立研究開発法人国立成育医療研究センター御中

国立研究開発法人国立長寿医療研究センター御中
独立行政法人地域医療機能推進機構本部御中

独立行政法人労働者健康安全機構本部御中

健康保険組合連合会御中

全国健康保険協会御中

公益社団法人国民健康保険中央会御中

社会保険診療報酬支払基金御中

財務省主計局給与共済課御中

文部科学省高等教育局医学教育課御中

文部科学省高等教育局私学部私学行政課御中

総務省自治行政局公務員部福利課御中

総務省自治財政局公営企業課準公営企業室御中

警察庁長官官房人事課御中

労働基準局安全衛生部計画課御中

労働基準局補償課御中

各都道府県後期高齢者医療広域連合御中

(別添)

御中



地方厚生(支)局医療

都道府県民生主管部(局)

国民健康保険主管課(部)

都道府県後期高齢者医療主管部(局)

後期高齢者医療主管課(部)

課

一般病棟等における重症度、医療・看護必要度(以下「必要度」という。)については、「基本診

療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて」(令和6年3月5日保医発0305第

5号厚生労働省保険局医療課長通知)により、その取扱いをお示ししてきたところであるが、令和6

年度診療報酬改定において、正当な理由がない場合は必要度Ⅱにより評価を行うこととされ、正当な

理由については、「電子カルテシステムを導入していない場合が該当する」とされたところ、必要度

Ⅱの評価にあたっては、歯科の入院患者を除くこととされているため、主に歯科の入院患者を受け入

れる病棟においては、正しく評価を行うことが困難となっていたため、当該病棟における必要度の評

価ついては、下記の取扱いとするので、貴管下の医療機関及び審査支払機関に周知徹底を図り、その

取扱いに遺漏のないよう特段の御配慮を願いたい。

主に歯科の入院患者を受け入れる病棟の重症度、医療・看護必要度の取扱いについて

御中
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評価を行う入院患者のうち、歯科の患者の割合が8割以上の病棟における必要度の評価方法につい

ては、必要度1を用いて評価を行って差し支えない。なお、評価の結果が引き続き当該施設基準を満

たすとともに、令和7年9月1日までに届出を受理した場合は、令和6年6月1日に遡って算定でき

るものとする。

厚生労働省保険局医療課



【重症度、医療・看護必要度】

問1 令和6年3月31日において現に急性期一般入院料1に係る届出を行っている病棟

信午可病床数が200床未満の保険医療機関の病棟に限る。)又は急性期一般入院料2

若しくは3に係る届出を行っている病棟(許可病床数が200 床以上 400 床未満の保

険医療機関の病棟に限る。)にっいては、同年9月30日までの間に限り、重症度、医

療.看護必要度にっいて経過措置が設けられているが、本事務連絡の取扱いにかかる

届出はいつから対象となるのか。

(答)令和6年10月1日以降に算定する入院料にかかる届出から対象となる。

問2 令和6年4月1日以降に、新たに重症度、医療・看護必要度が施設基準の要件とな

つている入院基本料等を算定している医療機関にっいては、本事務連絡の取扱いは

いつから対象となるのか。

(答)令和6年6月1日から対象となる。

問3 令和6年4月1日以降に、新たに重症度、医療・看護必要度が施設基準の要件とな

つている入院基本料等を算定している医療機関については、令和6年6月1日から

当該入院基本料等の算定を行う場合は、令和7年9月1日までに当該入院基本料等

の届出を行う必要があるのか。

(答)そのとおり。

(別添)

占4 本事務連絡の取扱いにより、当該入院料等を算定する場合の届出はどのように行

えぱよいか。

答)「基本診療料の施設基準等及ぴその届出に関する手続きの取扱いにっいて」(令和6年

3月5日保医発0305第5号厚生労働省保険局医療課長通知)の別添7及び届出を行う施

設基準に応じた様式を添付するとともに以下を記載すること。

本事務連絡の対象となること

届出にかかる入院料等の算定を開始する年月日



問5 急性期一般入院基本料、7対1入院基本料(結核病棟入院基本料、特定機能病院入

院基本料(精神病棟を除く。)及び専門病院入院基本料)、10 対1入院基本料(特定

機能病院入院基本料(一般病棟に限る。)、専門病院入院基本料)及び地域一般入院料

1を算定する病棟は、当該入院基本料を算定するものとして届け出た病床に入院し

ている全ての患者の状態を、重症度、医療・看護必要度1又はⅡに係る評価票を用い

て測定を行うことされているが、本事務連絡における「評価を行う入院患者のうち、

歯科の入院患者の割合が8割以上の病棟」はどのように判断するのか。

(答)当該入院基本料を算定するものとして届け出た病床に入院している患者であって、評

価を行う入院患者のうち、歯科の患者の割合が8割以上となる場合は、本事務連絡の対

象となる。

問6 本事務連絡の取扱いにより、重症度、医療・看護必要度の測定を行った結果、現に

届出を行っている入院基本料等に変更がない場合も改めて地方厚生(支)局長に届出

を行う必要はあるか。

(答)不要。

(別添)


